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第2回特殊勤務手当交渉結果報告
「社会情勢の変化」「今日的視点」で猛暑日作業手当、豚熱等対応手当などの新設を！
職員の善意にタダ乗りせず、公平性の観点からも自主運転手当、オンコール手当の新設を！
　自治労県職労は8月24日、特殊勤務手当についての第２回目の交渉を行いました（当局提案）。
自治労県職労の要求について

当　局：現行水準は他県と比べて低くない。実技等の指導に従事した場合に支給する手当で、教務課長は年間1～5回程度だ。見直しは考えていない。
自治労：当局も確認しているとおり指導の困難性は高まっている。近年他県は調整数に移行しており、見た目の額だけで比較するのはおかしい。厚生労働省通知でも国は10％を想定して予算措置している。再検討を求める。

当　局：他県と比べて高い水準。これ以上は困難。
自治労：豚熱等対応は短期間で大量の殺処分・処理を行うもので、明らかに従前措置されていると殺・解体とは業務内容が異なる。まして日ごろと殺等の業務にかかわらない職員にとっては、特殊勤務手当の４要件である「危険」「不快」「不健康」「困難」のすべての要素が相当程度高い業務である。
現在の手当は豚熱等が問題になる以前につくられたもの。当局の主張する見直しの視点「社会情勢の変化」「今日的視点」に該当する。今後豚熱等が発生した場合、多くの職員の協力を得るのであれば、業務に見合った手当を新設すべきだ。再考を求める。

当　局：別途提案したい。（３頁）


当　局：火薬類取締等業務手当で措置している。
自治労：現行の手当は、危険がある場合の立ち入り等であり、求めているのは災害が発生した後の立入等についてだ。

当　局：国や他団体にはない手当であり措置しない。
自治労：近年は猛暑・酷暑が続いている。この傾向は今後も変わらないと多くの識者が発言している。土木事務所をはじめ多くの職員が猛暑下でも働いている。「今日的視点」で手当を創設すべきだ。

当　局：指揮監督下にない待機であり支給対象とはならない。
自治労：緊急時に備えて様々な職場で職員が「自発的に」当番を決めて対応している。いつまで職員の善意にタダ乗りするのか。見合った手当を支給すべきだ。

当　局：運転は強制ではない。社会的に免許の取得率からいうと特殊な業務ではない。
自治労：近年は免許を取らない人が増えているのが社会情勢の変化だ。免許を持っている職員がやむなく、本来業務とは別に運転もしている。当局の主張する「公平性」の観点からも手当を支給すべきだ。

８月２４日の第２回特殊勤務手当交渉における当局提案
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見直し内容等

（理由）

現行額 見直し額

保健福祉業務等従事手当

精神障害者に接して行う業

務

他の区分と重複等 日額290円 －

家畜等取扱手当

動物愛護センターの職員が

行う自動車の運転業務

運転業務を委託したた

め

②日額400円

③日額290円

－

有害毒薬物等取扱手当

危険性を有する薬品を取り

扱う業務

※保健福祉事務所の化学試

験検査従事者

業務がないため 日額250円 －

水中等作業手当 水面下４ｍの深所での業務業務がないため 日額250円 －

危険現場手当

零下20度以下の冷凍室等で

の作業

業務がないため 日額200円 －

夜間緊急業務手当

総合療育相談センターにお

ける正規勤務時間以外での

手術等の業務

業務がないため

①日額1,240円

②日額620円

－

災害応急作業等手当

東日本大震災に対処するた

めの業務

業務がないため

日額660円～

日額6,600円

－

麻薬取締業務手当 麻薬取締

国や他自治体との均衡

を図るため

日額370円 日額550円

水中等作業手当 漁業取締

国や他自治体との均衡

を図るため

日額370円 日額550円

用地交渉等手当 用地交渉

国や他自治体との均衡

を図るため

日額600円

（夜間加算50/100）

日額700円

（夜間加算50/100）

税務手当

県税事務所・自動車税管理

事務所において、賦課・徴

収事務を行った場合

全国水準を大幅に超え

ているため。

業務内容により困難性

が異なるため。

賦課徴収業務の常時従

事者（管理職手当受給

者を除く。）

　行（1）７級以上の者

　　　　　日額1,200円

　上記以外の者

　　　　　日額1,250円



上記以外の職員

　管理職手当受給者

　　　　　　日額400円

上記以外の者

　　　　　　日額420円

管手受給者以外

県税事務所・自動車税

管理事務所において、

賦課・徴収業務を行っ

た場合

ア　滞納処分、犯則取

締等　    日額1,250円

イ　ア以外（デスク

ワーク）　  日額650円

管手受給者  日額400円

※管理・庶務の業務に

ついては支給しない。

社会福祉施設等業務手当

生活指導（児相医（3）・

課長以外）



※看護師が配置された場合

他の施設との均衡（実

例はない）

医（3）適用職員

（月額）

１級　25,000円

２級　29,200円

３級　30,100円

４級　31,000円

５級　34,000円

医（3）適用職員

（月額）

１級　12,500円

２級　14,600円

３級　15,100円

４級　15,500円

５級　17,000円

再編 社会福祉施設等業務手当

乳児院に勤務する保育士以

外の保育士が行う入所者等

の指導業務

生活指導員又は児童指

導員が行う生活指導等

に統合

福祉適用職員

（月額）

１級　48,000円

２級　57,800円

３級　59,600円

４級　70,500円

福祉適用職員

（月額）

１級　48,000円

２級　57,800円

３級　59,600円

４級　70,500円

保健福祉業務等従事手当 食品衛生法による検便 － 日額350円

児童相談所の一時保護所、

子ども自立生活支援セン

ターの子ども第一課及びお

おいそ学園において、入所

者等の指導を行った場合

－

行（2）適用職員

（月額）

１級　21,300円

２級　24,300円

３級　25,600円

４級　26,200円

５級　32,800円

子ども自立生活支援セン

ターの自立支援課におい

て、作業指導の業務を行っ

た場合

－

行（2）適用職員

（月額）

１級　31,900円

２級　36,500円

３級　38,300円

４級　39,200円

５級　49,100円

子ども自立生活支援セン

ターの子ども第二課及び子

ども第三課において、日常

生活の介護を伴う生活指導

の業務を行った場合

－

行（2）適用職員

（月額）

１級　42,600円

２級　48,600円

３級　51,100円

４級　52,300円

５級　65,500円

防疫等作業手当（※）

特定新型インフルエンザ等

対応

－

  日額1,500円から

      4,000円の範囲内

※　感染症等接触手当と家畜等取扱手当（家畜防疫）を統合して、防疫等作業手当を新設


廃止

増額

減額

新設

・追加

社会福祉施設等業務手当


要求：猛暑下での屋外作業について、熱中症アラート「厳重警戒」以上の発令下においてやむなく行う作業を業務の危険性に着目して特勤手当の対象とすること。








要求：職業訓練指導員に係る教務手当の月額を10／100に引き上げること。また、教務課長等の手当を5／100とすること。





要求：豚熱、鳥インフルエンザ等に係る殺処分に従事した際の手当を新設すること。


手当額は、家畜等取扱手当の「(9)食肉衛生検査所に勤務する次のと畜検査員が、と畜検査業務に従事したとき」の5級以下の職員の平均月額を21日で除した額を上回ること。





要求：税務手当について、業務の困難度の高まりを踏まえ、現行手当額を10％増額すること。





要求：火薬類、高圧ガス及び液化石油ガスの災害発生時の現場調査について、災害応急作業等手当の対象とすること。





要求：猛暑下での屋外作業について、熱中症アラート「厳重警戒」以上の発令下においてやむなく行う作業を業務の危険性に着目して特勤手当の対象とすること。





要求：いわゆるオンコール手当を新設すること。





要求：自主運転に係る手当を新設すること。





　今後、自治労県職労は当該職場の組合員の意見を聞いたうえで、9月中旬に次回の交渉を行います。








